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貨物の分損計算 と市価変動の影響について
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は じ め に
貨物の全部または一部が損傷を被 って仕向地に到達 した場合,保 険者がいか
なる方法で損害をてん補するのかとい う問題は,一 般には,す でに十分確立さ
れているように思われている。
しか し,実際問題 として,上記の場合,す なわち貨物が単独海損を被って仕
向地に到達 した場合の保険金支払いが,保 険者によって異なることがあるのは,
やは り,貨物の単独海損の精算方法が正 しく理解されていないため,あ るいは
精算方法に紛糾を生み出す余地があるためであろう。
この貨物の単独海損の精算について,一 般にいわゆるr分損計算」方式を採
用すると言いながら,わが国の場合,内 航貨物海上保険の準拠法たる商法の規
定 自体が大きな誤 りを犯 しているのであるから,混乱が生 じてもやむを得ない
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のか も知れ ないが,11)この点 に関 して,客 観的 な判断 の基準 が確 立 され な け れ
ば,保 険者に とって も,被 保険者に とって も,結 果 は重大 であ る。それ故,あ
る保険会社 か らこの問題 に関して意見書の提 出を求め られた機 会に,も う一度
この問題 を検討 してみ ようと考 えたのである。
そ こで,本 稿 では,ま ず貨物 の単独海損 の精算 に関す る基本 的な問題 につい
て若干触れ,次 いで保険会社か ら意見 を求め られた問題 について考察 してみ よ
うと思 う。
1.分 損 計 算
1-1貨 物 の単独海損の精算に関 して,1906年英 国海 上保険法は,第71条
第1項 第3号 において次の通 り規定 してい る。
"§71-Wherethereisapartiα110ssofgoods,merch&ndise,or
othermovables,themeasureofindemnity,sublecttoanyexpress
provisioninthepolicy,isasfollows一
(3)Wherethewholeoranypartofthegoodsormerchandise
insuredhasbeendelivere(1damagedat圭tsdestination,the
measureofindemnityissuchproportionofthesum五xedby
thepolicyinthecaseofavaluedpolicy,oroftheinsurab玉e
注(1〉商法第831条は次の通 り規定している。
「保険ノ目的タル積荷力殼損シテ陸揚港二到達シタル トキハ保険者ハ其積荷力殿損
シタル状況二於ケル価額ノ殿損セサル状況二於テ有スヘヵリシ価額二対スル割合.ヲ以
テ保険価額ノー部ヲ填補スル責二任ス」
すなわち,積 荷が殿損して陸揚港に到達 したときは,そ の積荷が殿損 した状況にお
いて有する価額(損品価額)の,殼損しなかったならば有 した筈の価額(正品価額)に対
する割合を もって,保険価額の一部を支払 うというのである。損品価額の正品価蜘 ヒ
対する割合は,損害率(=損率)ではなく保存率であって,保 存率を保険価額に乗じて
てん補額を決定するとすれば,保険老がてん補するのは,保 険価額に対する損害額の
割合ではなく,残存額の割合ということになる。従って,保存率が高いほど(二 損害
が小さいほど),被保険者は多額の保険金を受け,保 存率が低いほど(寵損害が大きい
ほど)少額の保険金しか受けられないという矛盾が生じることになる。
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valueinthecaseofanunvaluedpolicy,astnedi丘erence
betweenthegrosssoundanddamagedvaluesattheplaceof
arrivalbearstothegrosssoundvalue."
「第71条一 貨物,商 品またはそ の他の動産 の分 損があ る場合 には,損
害 てん補の限度 は,保 険証券 に明示 の規定 があ るときは これ に従 うことと
して,次 の通 りとす る。
(3)保険に付け られ た貨物 または商品の全 部 また は一部が仕向地 にお い
て損傷状態 で引渡 された 場合 には,損 害て ん補 の限度 は,到 達地 にお
け る総正品価額 と総 損品価額 との差額 の総正品価額 に対す る割合を,
評価済保 険証 券の とぎは保険証券 で決め られた額 に,ま た評価未済保
険証券の とぎは保険価額 に乗 じて得た額 とす る。」'
また,わ が国の貨物海上保 険普 通保険約款第28条第1項 も,上 記英 国海上保
険法の規定 と同趣 旨で,次 の ように規定 してい る。121
r第28条(1卜貨物 の全損 また は一部が損傷 を被 って仕 向地に到着 した
ときは,損 傷を被 らないで到着 した な らぽ1有したであろ う価額(以 下r正
品市価』 とい う)と 損傷 した状態 で 有 す る 価 額(以 下 『損品市価』 とい
う)と の差額 の正品市価に対 する割合 によって 当会社 のてん補すべ き額 を
定 める。」
これ を簡単 な式で表わせば,
保険価額・塑 望編 辮 市鉦(・灘 論 一てん補額
となる。 この方式 を一般に分損計算方式(themodeofaverageIosssettle-
ment)と呼 んでいるが,貨 物 の単独海損の精 算につい てこの よ うな 方式 を成
立 させ る根底 には,2つ の原則がある と思 われ る。1つ は,貨 物の単独海損 の
注(2)フラソス貨物海上保険普通約款第21条第1項・ ドイツ商法第875条第1項 等も,同
趣旨の規定を設けている。
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精算に 当って,保 険者は仕向地におけ る市価の変動の影響を受 けてはな らない
こと,2つ は,被 保険者 の被 った損害 とそれに対 して保険者 のて ん補す る金額
とは全 く別 のものである こと,で あ る。
1-2そ こで,上 記2原 則に則 って,分 損計算 を行な い,保 険者の てん補
額 を決定 し,か つそ の決定額 につい て当事者間に紛争を生ぜ しめ ないため には,
上記 の方式 を構成す る各項 目が,す べ て客観的に,ま た は不可争 な拘束力 を当
事者間に持 ち得 るもの として評価 できることが最 も好 ま しい。
貨物保険 の実際 にお いては,ほ とん どすべてが評価済保険(valuedpolicyl
Police6valu6eltaxiertePolice)であ り,同 時 に 全 部 保 険(fullvalue
玉nsurancelassuranceenvaleurtotalelrVollwertversicherung)であ るか
ら,13,(協定)保険価額が客観 的であるか ど うか は兎 も角 として,分 損計算方 式
保 険金額におけ る保 険価額お よび の項 目については,保 険価額 の過 当評価の保 険価額
場合 を除き'(商法第639条),一般には当事者 間の紛争 は生 じない と考 えて差 し
支 えないであろ う。
この点 に関 して更 に付言すれば,保 険金額 は,保 険者 の損害 てん補責 任の最
高限度 として予め契約 で定 め られた金額であ るか ら,損 害 が発生 した時 に,こ
の金額 が問題 となる ことはないと考 え るこ とがで きる。上 記の通 り,貨 物保 険
.立 保険金額の実際 においては全部保険が普通であ るか ら
・その忌味 では,常 に・保険価額
二1と な り,分 損計 算 に 当 っ て は,こ の項 目を無視 して も構わな い と言 え
る。
一方 ,保 険価額は被保険利益を金銭に見積 った価額 であ り,従 って貨物 の所
有利益141の保険 では,保 険価額は絶えず変動 すべき ものであ るが,海 上保険 で
注(3)英文貨物保険証券中の評価額約款(Valuationclause)および貨物海上保険普通保険
約款第10条第1項 は,全部保険であることを前提としている。
(4)保険の目的の所有者が,保険の目的を所有すること自体で有する被保険利益を一般
に 「所有利益」または 「所有者利益」と呼んでいるが,横 尾登 米雄 教授 は,所 有権
(民法第206条)を背景 として生 じる利益の うち,使 用 ・収益についての利益はそれ
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は,r保険価額不変動の擬制」151を行 なっている。貨物 保険に関 して言えば,保
険価額 を貨物 の船積 の地 お よび時におけ る価額 に 固 定 し,⑥それが以後変動 し
ない もの とし,(7}同時に,そ の価額について契約 当事者間 の協定 を認 め て い る
のであ るか ら,既 述 の通 り,保 険価額の過 当評価 の場 合を除 き,通 常,こ れに
つ いて も問題 は生 じない と考えて構わないのであ る。
ところで,こ の ように,保 険契約当事者 は,損 害 が発生 した時,貨 物 保険者
は貨物が無事 に仕画地 に到着 した ならば置か れた 筈の状態 に被保険 老を置 くの
ではな くして,貨 物につい て被保険者が保険責任開始 の時 に置かれ ていた状態
に被保険者を置 くとい う前提に立 って,保 険価額 を認 め合 ったので あるか ら,{81
保険者 のてん補額 の算 定は この保険価額を基準 として行な うべ きで あって,協
定保険価額があ るときは,損 害額 もまた この協定保険価額 を基準 と して(す な
ぞれ 「使用利益」,「収益利益」と別の名称で呼ばれているのであるか ら,残 された処
分に関する利益だけを 「所有利益」 と呼ぶことは適切を欠 くとされ,こ れを 「所有利
益」 と呼ばずに,「処分利益」 という名称で呼んでお られ る。一 横尾登米雄 「保険
価額の固定化に伴 う諸問題一 主として海上保険に即して一 」『保険学雑誌』第493
号P・1。
(5)横尾登米雄教授はこれを 「保険価額の固定化」と言われ(前 掲論交,P.2),木村栄
一博士はこれを 「保険価額不変更の擬制」と言われ(『海上保険』,p.47),また加藤
由作博士は 「保険価額不変更の原則」と呼ぱれ(『改訂海上被保険利益論』,P.97),
また今村有博土はr保険価額不変更主義」と呼んでおられる(『海上保険契約法論』上
巻,P・444)。
(6)例えば,わ が国商法第819条は次のように規定 している。一 「積荷ノ保険二付テ
ハ其船積ノ地及ヒ時二於ケル其価額及ヒ船積並二保険 二関スル費用 ヲ以テ保険価額 ト
ス。」
(7)海上保険において 「保険価額不変動の擬制」が行なわれるのは,保 険の目的である
船頬や積荷は移動しているから,保険事故発生の時 と場所の特定が困難,ま たは不可
能であり,それ故,そ の時 と場所における保険価額の算定が困難または不可能だから
である。特に貨物について,その洋上における価額の算定が困難な理由を,横尾教授は
更に突き詰めて,「原則として海上には,市価形成の作用を営む流通圏(Verkerskreis)
が存在しないために,事 故発生の地点と有機的に結びついた価額が存在 しえないから
だ」としておられるが(前 掲論文,P・6),r保険価額不変動の擬制」を行なう理由を,
そこまで翅 らせる必要はないと考える。
(8)商法第819条,英国海上保険法第16条第3号 。
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わち・現実の損害額を協定保険価額に反映させて)算定 しなければならない。19}
協定保険価額は,契約当事者が,不 可争(conclus三ve)なものとしてある価額
を保険契約上協定 した価額であ るか ら,⑬その価額が基礎を置 く保険証券につ
いて生 じる一切の権利義務に関 して,こ れを無視することができないのは当然
であって,叫だからこそ,分 損計算方式における計算の基礎となっているので
あり,保険者のてん補額決定の所与の前提(与 件)と なっているのである。
それ故,被 保険者の側からすれば,貨物に保険を付ける目的は,保 険が被保
険者にてん補することを意図した損害が起 らなければ,仕 向地において貨物が
被保険者に値した筈の価額(具 体的には,仕向地において無損傷状態で売却さ
れたならば得られた筈の価額)を得ることであるか ら,保険価額の評価に当っ
ては,本来保険責任開始の時の価額である貨物の船積港の船舶上における価額
(貨物の原価に船積費用,船積に付随する費用および保険の費用 を加 え た価
額)に,そ れなりの手当を しなければならないことになる。すなわち,上 記の
価額に,評価未済保険の場合には認められない運送賃,税金,陸 揚費用その他
の諸費用,お よび利潤を加えた額をもって保険価額を協定しなけ れば な らな
い。圃 しかし,そ れでも,仕 向地における市価の変動を前もって予測す ること
は不可能であるか ら(利潤以外の項目は,固定的なものとして前もってこれを
計算することが可能であるとして も),仕向地における市価の変動は,結 局,
被保険者にとって利潤または損失 の増減を招来することにな り,従って仕向地
における市価が高騰した場合には,市価の変動とその予測値である貨物の評価
注(9)今村有 『海上損害論』1952年,P・43。
⑩ 英国海上保険法第27条第3項,ドイツ商法第793条,ドイツ保険契約法第57条,ス
イス保険契約法第65条その娼 多くの法律が,保険価額の協定を認めている。
⑪ 拙稿 「船舶未修繕損傷に対する保険者貴任についての一考察一1906年英国海上保
険法第69条第3号の 『妥当な減価』の意味とその算出方法一 」『保険学雑誌』第490
号,p。31。
働Amoロ1do%1吻γ伽8動3欝ση偲(葛域照三 ・大沢清一訳 『アーノルド海上保険』
第5巻)ss・1013,1023.
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額 との差 につ いては,完 全 なてん補を受け られない とい うことになる。
1-3既 述 の通 り,分 損計算の根底には2つ の原則 が存 在す る。 そ こで,
この2原 則 に関 しては,当 然,次 の2つ の疑 問が生 じよう。(1)貨物 の単独海損
の精算 に当 って,保 険者 が仕向地におけ る市価 の変動 の影響 を受 けないために
は,一 体1ど うすれぽ よいのか,(2)保険者 のてん補金額 と対 比され るべ き被保
険者 の被 った損害額は どの よ うに して算出され,そ れが保険者 のてん補金額 の
算 出に どの ように係 って くるのか,で ある。
そこで,ま ず,被 保険者が貨物の単独海損に よっていか な る損害 を被 ったか
は,容 易に計算 できる。圖つ ま り,仕 向地 におけ る損 傷貨 物 の(し ば しば競売
に よって得 られ る)売 却代金で表示 され る と こ ろ の 損品価額(=損 品市価)
(damagedvalue;Krankwert)と,同一種類 の正 品が,形 式上 の売 員(ρ70
ヵ7甥αsales)によって,同 一 市場で同一 時期 に得 られた筈 であると想像 され
る正品価額(=正 品市価)(soundvaluelGesundwert)との差額が,海 上危
険 によって被保険者の被 った直接損害額 である。圓
しか し,こ れ が直ちに保険者の支払 うべ きてん補額 となるのでは ない。 なぜ
な らば,正 品価額 と損品価額 との差額(depreciationlMinderwert)が被保
険者 の被った直接損害 であると して も,(1)この両価額は市価 の騰落に よって絶
えず変動 し,従 って,保 険者のてん補額が,本 来 保険者 の関知 しない市価 の変
動 に よって左右 され るか らであ り,更 に,(2)保険者は,貨 物 について被保険者
が保険責任開始 の時に置かれていた状態に被保険者 を置 くこ とを前提 としてお
り,従 って,保 険者 のてん補額は,損 害額を保険責任開始 の時お よび場所 にお
ける価額 に反映 させ て決定 されなけれぱな らないか らで ある。
それ故,こ の直接損害額を協定保険価額に適用す るこ とに よって,保 険者 の
注鱒 これは正品価額と損品価額を容易に評価できるということを意味するのではない。
一 後述1-4参照。
㈲Amouldラ弼41,s.1014.
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責 任額 を決定 しなければ ならない。 しか も,個 々の貨物 につい て,そ の損傷の
比 例的程度 が同 じで ある時には,常 に保険者 のてん補すべ き金額が 同 じに なる
よ うにするために,減 価が正品価額 のいか なる割合に達す るのか,換 言すれば,
貨 物が損傷 に よって どれだけの割合減価 したか とい うこ とを求め なけれ ば なら
な い。 そ して,こ の減価割合(=減 価率,損 率 または損害率)(1etauxde
d6pr6ciation)は,正品価額 と直接損害 額 との相対的 割合 を確かめ る ことに よ
って得 られ る。 この減価割合を協定保険価額 に乗 じるこ とによって,保 険 者は
常 に協定保険価額の相対的割合を支払 うこ とにな り,陶こ うする ことに よって,
保 険者 は市価 の変動に影響 され ることな く,常 に減価 の大 きさに正確 に比例 し
て,損 害を てん補す ることになる。⑯
この ように,被 保険者の被 った直接損害額 が保険者 のてん補額 の算 出に係 っ
て くるのは,こ の減価率の算出を通 してであ り,同 時 に,こ の減価率 を保険 価
額 に乗 じ,保 険者 のてん補 額を保険価額 の相対 的割合 で算出す るこ とによ って,
理 論的には保険者が仕向地におけ る市価 の変動の影響 を受 けな くてすむ,と い
うことが分 るのである。
1-4こ れ が,貨 物 の全部 または一 部が損傷を被 って仕向地 に到達 した場
合の分損計算の原理 であるが,こ の分損計 算方式の問題点 を考 えてみ よ う。
既述 の通 り,こ の分損計算方式を構成す る各項 目を客観的 に,ま た は不 可争
な拘束 力を当事者間 に持 ち得 るもの として評価で きれば,当 事者聞 に紛争 は生
じない。保険金額 と協定保険価額 につ いては,既 に見 た通 り,契 約時 に固定的
注⑮ 前掲拙稿,p。36。
⑯Amoロ1d,ゴδ鼠,s・1015・この原理に基づき,保 険者の責任額が市価の変動の影響
を受けないためには,更 に,正 品価額と損品価額は,正 味売却代金(netproceeds)
によるのではなくして,総 売却代金(grossproceeds一運送賃,税 金,陸 揚費用
等を支払った上,仕 向地において買手に貨物を売却することができる値段)を 比較 し
なければならない。一Amould,歪δ∫4,,s,1016;Benecke,Tγεα∫お80 ¢跳8pグ伽一
厘PJθ5`ゾ血46耀漉砂 初1吻72翅召盈s郷σ%o召,P・429;木村 ・前掲書,P。202;今村有 ・
前掲 『海上保険契約法論』(下巻),p。189。
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な価額 が決定 され るか ら,貨 物 の単独海損 の精 算に当 っては,通 常,こ れ らの
価額 につ いて,当 事者聞 で争われるこ とは ないであろ う。
残 る損 品価額 と正品価額 について言 えば,こ れ らの価額 をいかに評価す るか
は損害率 に直接係 って くるか ら,両価額 の決定につい ては,当事者間に紛争 の生
じる余地が ある。す なわ ち,損 品価額 の評価につ いて多 くの楊 合困難を伴 う。
当事 者間で この価額 の評価 につ いて協定 が ととのわなければ,競 売 によって損
品価 額が確定 され,1璃従 ってそ の場合には,客観 的な価額 を得 ること も可能であ
るが,レ ッテルがはがれたびん詰めやか ん詰め の貨物,あるいは破損 した機 械の
よ うに,競売 によって も,必ず しも正 当な損 品価額 が得 られなし.・こ とがあ る。鮒
正品価額 について も,こ れは損傷貨物 が正 品であ ったな らば,同 一時期 に同
一市場で売却 され た筈 の想像価額であるか ら,同 一 商品に関す る市場価格 があ
る場 合で も,こ の評価 につ いて主観 の入 り込む余地 があ り,従 って紛争の余地
が残 されてい る。11田被保険者側 はなるべ くこれを高 く見積 るこ とに よ って,損
品価額 との差額,つ ま り直接損害額 を大 き くした い し,保 険 者側 は なるべ くこ
れを低 く評価す ることによ って,直 接損害額 を小 さ くしたい と考え るか らであ
る。 また,実 際 に しば しば行 なわれてい るよ うに,協 定保険価額を もって正品
価額 の代用をす る とすれば,評 価時期 の異 なる2つ の価額 を比較 す ることにな
り,結 果 的に保険者 は市価 の変動の影響 を受 ける ことに もな りかねない。
さらに,損 品価額 を確定す るために競売 が行なわれ る市場 と,正 品価額を想
像的に確定す るための価格 が基礎を置 く市場 とが,同 一 の ものであるか ど うか
注㈲ 例えば,わ が国の貨物海上保険普通保険約款第28条第3項 は,次 のように規定 して
いる。一 「当会社と被保険者との間で損品市価について協定がととのわない場合に
は,被 保険者の勘定で損傷を被った貨物を売却 し,その売却代金(売 却に要した費用
を控除しない総額)を 損品市価 とみなす。」
備 葛城照三 『貨物海上保険普通約款論』,p,360。
⑲ 今村有博士は,「積荷については,多 くの場合市場価格があるか ら貨物の正品価額
は容易に決定 し得るであろう」 と述べ てお られ るが(前 掲 『海上保険契約法論』下
巻,P。188),市場価格そのものが問題となる二とが多い。
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を判定することが困難な場合があ り,この市場の同一性をめく・って当事者聞に
紛争が生 じることもあるのであって,次項で述べるある保険会社か らの質問の
1つは,ま さに,こ の市場の同一性の問題に係るものなのである。
2.保 険会 社 の質問 とそれ に対 す る回答
2-1事 実およびその背景
(1)生ゴム輸入商社A・B・C3社 は古 くから営業を し,それぞれが特定の
大口顧客を有 していると共に,ゴ ム取引所の会員となって,有 形無形に日本の
市場価格を維持 している。
そこに,ア ウトサイダーの輸入商社Dが 新規参入 して,生 ゴムの輸入を始め
たが,特 定の大 口顧客を有 していないために,ゴ ム取引所の会員名義を借 りて
この取引所に生ゴムを売却 していた。
しかし,損傷が発生 した際,取 引所は買取 りを拒否することがあるにもかか
わらず,Dは 他の売却先を事前に検討す ることなく,取引所への納入のみに絞
って取引をしていた。
(2)アメリカの自動車生産の低迷等,世界的にゴム需要が低下 しているとこ
ろに,1980年12月か ら1981年2月にかけて積み出された生 ゴムに濡れ損(wet
damage)が多発し,日本国内に損品がだぶついていた。
大 口顧客を有する輸入商社A・B・Cは,損 品をそれぞれの顧客に通常の損
率(7%前 後)で 売却 した。
しか し,大口顧客を有 しない輸入商社Dは,そ の売却先であるゴム取引所か
ら,損品であるという理由で買取 りを拒否されたため,新 たに市中の小ロユー
ザーに売却の話をもちかけたが,相 当の値引き(損率20%)で売却せ ざるを得
なか った。
(3)濡れによる損品を科学的に分析すると,ほぽ正品とかわ りはな く,物的
な格落ち(depreciation)はないことが判明している。従 って,流通過程での
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格落ちがあるとしても,それは通常程度の ものであり,損率はシングル(10%
未満)と するのが通常慣行である。
2-2保 険会社の質問
(1)貨物保険にいう損品の損率は,個 々の被保険貨物の特性によ り若干の幅
はあるとしても,ほぼ一定 しており,生 ゴムについては,保険者は慣習的に7
%前 後の損率で保険金を支払ってきた。
ところが,本件のように,輸入商社Dが 大口顧客および/ま たは損品の特定
の売却先を持たないという販売上の理由によって,損品が相当の値引ぎ(損率
20%)で売却 された場合に,保険者は次のいずれの損率で損害をてん補するの
か。(但し,商社A・B・Cと 商社Dの 生 ゴムの損傷程度は全 く同一 とする。)
(a)正品,損 品共に市場価格に基づいて損率計算がなされてお り,この市
場価格が大手のものによって形成されているとすれば,輸 入商社Dの 損
率20%は販売上の理由で生 じたものであるから,慣習上の7%の 損率で
支払 うべぎである。
(b)輸入商社Dは 現実に損率20%に相当する損害を被っており,ア ウ トサ
イダーとしては致 し方ない売却価格であるので,保険者は20%の損率で
損害をてん補すべきである。
(2)上記(1)に関連 して,輸 入商社A・B・Cと 輸入商社Dと は,同 一の市場
に属 しているものと判断すべきであるのか,そ れとも別個の市場に属 している
と考えるべ きであるか。
2-3回 答(要 約)
(1)上記事実を要約すれば,以下の通 りである。
(a)生ゴム輸入商社Dは 特定の大 口顧客を有 していないこと。そのために,
取引所会員の名義を借 りてゴム取引所 と取引をしなければならなか った
こと。更にこのため,取 引所によってゴムの買取 り拒否があり得るにも
かかわらず,』Dは他の売却先を事前に検討 していなかったこと。
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(b)国内に損品がだぶついてお り,また世界的にゴム需要が低下 していた
こと。
(c)このため,科 学的検査の結果ほぽ正品とかわ りなく,物的な格落ちが
なか ったにかかわらず,取 引所によって,損品 として賃取 りを拒否 され
たこと。
⑥ そのために,市 中の小ロユーザーに相当の値引きで売却せ ざるを得な
か ったため,20%の売却損を生じたこと。
(2)そこで,本 件における損害(若 し有るとすれば)が 保険期間中に生 じた
ものかどうかの立証を捨象 し,これが保険期間中に生 じたものであると仮定す
れば,当 該損害に対 して保険者はてん補責任を負 うのか どうか。 まず,損 害の
原因究明の問題か ら論 じてみたい。
本件における20%の売却損はなぜ生 じたか。
この損害の時間的近因(最後条件)は,被 保険者Dが 当該 ゴムを市中の小ロ
ユーザーに相当の値引きで売却せざるを得なかったことである。
なぜ,相 当の値引き・で売却せざるを得 なかったのかと言えば・科学的検査の
結果ほぼ正品とかわりなく,物的な格落ちがなかったにもかかわらず・上記(b)
の理由から,ゴ ム取引所によって損品として買取 りを拒否されたためである。
すなわち,本 件における20%の売却損は,市 中の小ロユーザーに相当の値引き
で売却せざるを得なかったことから生 じたが,こ の相当の値引きは,Dが ゴム
取引所以外の売却先を事前に検討することな く,取引所への納入のみに絞って
取引をしていた結果であり,ゴム取引所が買取 りを拒否 した自然の成行きとし
て生 じたものである。
取引所が ゴムの買取 りを拒否する理由には色々あるであろう。実際に損害を
被っている場合の買取 り拒否もあろうし,売買条件の不一致や市場の情況によ
る場合もあるであろう。あるいは輸入商社A・B・Cの 圧力による政策的な買
取 り拒否 もあるか もしれない。そ して,本件では,国内的および国際的な市場
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の情況がゴム取引所を してDの生 ゴムの買取 りを拒否させたもの と思われる。
被保険者Dは ゴム取引所への納入に絞って取引を行なっていた。 しかも,生
ゴム輸入商社A・B・Cが 大 きな影響力をもつ ゴム取引所 と後発のアウトサイ
ダーDとの間には力関係に差があ り,Dは常に取引所か らゴムの買取 り拒否を
受ける危険にさらされていた。従 って,ゴ ム取引所の買取 り拒否に遭えば,転
売先を事前に検討 していなかったDに は,常 にこのような売却損を生 じる可能
性があった。
しか し,過去における取引所とのすべての取引においてDは不当な差別を受
けていたとは思われず,今 回 も取引所が ゴムの買取 りを拒否 しなければ,こ の
ような損害は生 じなかったが,不 幸にして買取 り拒否に遭った。従って,上 記
(b)の世界的なゴム需要の低下および国内市場における損品の供給過多を背景に
したゴム取引所の買取 り拒否が,本件kお いて損害を生ぜ しめるにあずかって
力のあった不可欠の条件(conditios1nequanon)の1つとみなされるであ
ろう。
しか し,被保険者Dが 取引所の買取 り拒否に備えて,事 前に転売先を検討 し,
これを決定 しておれば,ゴ ム取引所の買取 り拒否に遭 っても,これほどの損害
は生じなかった筈である。従って,事前に売却先を決定 していなかったことが,
もう1つのconditiosinequanonと考えられる。
しか.し,この2つ の条件(Bedingung)のいずれが本件における損害(20%
の売却損)の 真の原因であるかを決定する必要はない。上記条件の前者は国内
的および国際的市場の情況であり,後者は被保険者の市場における立場および
販売上の理由であって,これ らを直接の原因 とする損害については,保 険者責
を負わないからである。保険者は航海に関する事故に因って生 じる損害をてん
補する責を負 うのであって,醐こういった破保険者の販売上の理由お よび市場
注鱒 商法第815,816条。
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の動向,あ るいはそれを背景とした取引所の専断的な買取 り拒否については全
く責を負わないのである。
③ 損害額の決定に際 してr商人の投機的目的およびそのような投機 の成功
・不成功が考慮されるべきであるとするならば,最 大の不公正と不便を もたら
す ことになる。」圓それ故,保 険者の責任が市価の変動または市場動向の影響を
受けないようにするために,分損計算方式が導入されたのであって,こ のこと
については既に見た。
しか し,も し損品価額の決定について2つ の市場が存在 し,その各々の市場
において損品価額が異なるとすれば,た とえ分損計算方式を採用 しても,保険
者は市価の影響を受けるのではないか という問題が提起されている。なぜなら
ば,分損計算方式において,保 険価額に乗ぜ られる減価割合は,正品価額と損
品価額の差額の正品価額に対する割合であ り,それ故,損 品価額の決定につい
て2つ の市場があり,その各々の市場において損晶価額が異なれぱ,当 然に減
価割合(減 価率)も異なるからである。
しか しながら,正品価額 と損品価額の評価は同一市場の価額を もって これを
行なわなければならない。小ロユーザーの買いたたぎによる損品価額 と,協定
保険価額をもって代用される正品価額 とは同じ市場に属するものではな く・従
ってもし小ロユーザーが集合して形成する市場があるとすれば(後述(4)参照)・
当該貨物の正品価額を,損品価額が決定された当該同一市場における市価をも
って評価し直す必要がある。そ うでなければ,異 なる時 と場所における価額を
比較することになり,貨物の真の減価率を得ることがでぎないからである。
(4)さらに,損傷を被 って到達 した貨物の真の減価率は・同一 のオープン ・
マーヶット(OpenMarket)において評価される総正品価額と総損品価額 と
注含⇒ 伽 恥rdMans丘eld,C・」・ in琵wisv・Rucker(1761)・2Bu「ち1 67・atp・
1173.
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の比較 に よって これを決定 しなければな らない諮
オー プン ・マ ～ケ ッ トとは,公 に開かれた常設的 な市場 であ る。従 って,転
売先を決 めていなか ったDの ゴムを,オ ープ ン ・マー ケ ットである ゴム取引所
の買取 り拒否 の機会 を とらえて買いたた くこ とにな った小 ロユ ーザ ーが,Dと
の関係において もう1つ のオープ ン・マーケ ッ トを溝成す る とは 言 い 難 い。
マ ーケ ットを構成す る売手 ・買手 の数は問題 ではな く,従 って売手 または買手
の一方 または双方が1社 であって も構わ ないが,公 の場 にお け る財 貨 や サ ー
ヴ ィスの常設 的な需給 の流 れが なければな らない。Dに とって,自 己の商品 の
売 却(供 給)に つ いて常 に検討がなされ,公 の場 にお ける継続 的な売先 があ っ
て始 めて,そ こに別 の市場が存在するのである。
(5〉.上記 の諸事項を踏 まえて結論すれぽ,損 傷を被 って到達 した貨物 の損害
率を決定す るため には,
(a)オープ ン ・マーケ ッ トの存在,お よび
(b)そのオ ～プ ン ・マーケ ッ トにおける正品価額 と損 品価額 の比較 に よる
減価 率の算定
が必要 である。
そ こで,上 記2つ の質 間に対す る回答 は以下 の通 りとなろ う。
(a)輸入商社Dは 現実 に損率20%に相 当す る損害 を被 っているが,こ れ は航
海 に関する事故 に因 って生 じた ものでは ないか ら,保 険者 は通常慣行通 りの解
決をはかるべ きである。
(b)本件 の事情 の下 においては,輸 入商社A・B・CとDと は取 引所 を介 し
て同一 の市場 に属 してい る。また,被 保険 ゴムを購入 した小 ロユーザー とDと
の問で売買が行なわれ たr市 場」はオープ ン ・マーケ ッ トではない。従 って・
注幽Winter,W・D.,"伽7伽盈3%1σ%06一薦P7∫πoゆZθ5伽4P7αo≠∫ θ"・1952・P・
375.
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Dと小ロユーザーとの取引が行なわれた 「市場」がオーブン・マーケットでな
い以上・これをもって当該被保険 ゴムの正品価額および損品価額の決定上,別
個の市場があったとすることもできない。
お わ り に
貨物の全部または一部が損傷を被って仕向地に到達 した場合,い わゆる分損
計算方式によって保険者のてん補額が決定される。 しか し,この分損計算方式
は,一般に信 じられている録ど絶対的なものでないとい うことを,こ れまで述
べてきた。特に・正品価額 と損品価額の決定については,当事者間に紛争の生
じる余地がある。商法にも約款にもこれ らの価額の決定方法について十分な規
定のないわが国では,予 め当事者聞で適当な方法を講 じ,もって紛争を避け,
取引の円滑化を図る必要がある。鮒
例えば,競 売によっても正当な損品価額が得られない機械やびん詰め ・かん
詰めの貨物などについては,機械修繕特別約 款(ReplacementclauselMa-
chineryclause)やレッテル約款(Labelclause)のように,予 め分損計算の
適用を排除する特約を設けることも1つの方法で あるが,囚損品価額そのもの
の評価について,当事者間で協定がととのわない場合の競売の方法につき,契
約時に細かな取決めをすることが肝要である。
また,正 品価額については,被保険者が貨物の売却を予定 している市場を,
保険契約締結時に明確にし,その市場における総売却価額(税 金,運送賃,陸
揚費用,売却代金を含んだ市価)と すべきである。
それでも,これ らの価額について争いが残るときに備えて,価額の決定につ
いては,第三者的立場にある鑑定人の査定に委ね,当 事者はその査定に従 うと
い う規定を設けるべきであろう。貨物の場合には,幸 いにも,船舶の価額の評
注鱒 今村 ・前掲 『海上保険契約法論謹(下巻),P.188。
¢事 葛城照三・前重傷書,p。360。
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価の よ うに,鑑 定人 によってその評価 が極端 に異 なる とい うことはな いで あろ
うが,㈲この第三老的立場 にある鑑定人の査定結果に 対 して,当 事者 の一方 ま
た は双方 が不満 を抱 くことは大いにあ り得 る。 また,鑑 定人 の選定そ のものに
つ いて も紛争 が生 じ得 る。 これ らの場合 に備 えて,船 舶保険特別約款第3種 な
い し第5種 に挿 入されて いる衝突損害賠償金 てん補条項第5条 第2項 飼の よ う
な規定 を予 め設 け,3人 の鑑定人の査定額 の平均 また は多数決に よる評決 とす
るこ とも必要 であろ う。
(1982.9.24)
注鱒 英国海損精算ノ、協会会長のC・R・D,Towers氏は,同 協会 の年次総 会(1977.5.
12)における 「イギリスの船舶保険一 或る面からの観察」と題するスピーチの中で,
船舶の正体価額に関する争いの一例を挙げて,「英国および欧州.大陸 の,一流の専門
評価人に同一船について評価を求めた ところ,7種 の異なる数字が出た。その最高額
は最低額の2。4倍以上※であった」 と述べている。一 小池貞治訳 「国連貿易開発会
議(uNcTAD)事務局報告書(1978.11.20付'TDIB/(二411sL/27)一海上保険一
海上保険契約に関する法律と保険書類の問題」『損害保 険研究』第41巻第1号,PP・
82～83ロ
※ 『日本海損精算人協会会報』第21号に載 っているTowers氏の演説要訳(P26)
では,最 高額ほ最低額を 「14%も超えていた」となっているが,こ れは140%の誤 り
である。
㈲ 同第5条 は,次 のように規定 している。
「第5条 被保険船舶が,被 保険者の所有または賃借する他の船舶と衝突した場合
においても,第三者の所有または賃借する他の船舶との衝突の場合に準じ衝突条項が
適用されるものとする。 この場合においては,各 船舶の過失の有無およびその割合な
らびに各鉛舶の損害額について被険保者と当会社との間で協定する。
2前 項の協定が成立しないときは,被 保険者と当会社は協議して1人 の仲裁人を
選任 しその判断に任せる。 この選任ができないときは,被 保険者と当会社は各 自1人
の仲裁人を選任し,その2人 が選任する第3の 仲裁人を加えた3人 の仲裁人の多数決
による判断に従う。」
